
様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当

号 大阪港湾局 販売促進課
令和4年
12月22日

令和5年2
月6日

2019年9月下旬頃に、港湾局に対して
鑑定を依頼した業者のうち１社が、
「当社としては、IR事業は国内実績
もなく、評価上考慮することは適切
でないと考えている」旨の意見を伝
えた文書、またはその内容を記録し
た文書（メール、メッセージ、電話
内容のメモ等含むいっさい）

不存在

販売促進課

大阪港湾局 販売促進課不存在 号

大阪港湾局 経営改革課

令和4年
12月22日

令和5年2
月6日

・評価の方向性について 公開

公開 号

令和4年
12月22日

令和5年2
月6日

2019年10月上旬頃に、港湾局から鑑
定４社に「IR考慮外」と条件設定す
る案に対する所見を求めた文書、求
めたことを示す記録（メール、メッ
セージ、電話内容のメモ等含むいっ
さい）

公開請求の内容及び処理状況

大阪港湾局　12月分

非公開事由
（7条該当号）

令和4年
12月18日

令和5年1
月4日

・平成29年度　大阪市準公営企業決
算説明資料　港営事業　財産明細書
・土地造成勘定地区・区分別時価
（平成29年度）　土地造成勘定地
区・区分別面積（平成29年度）
・【平成29年度末】たな卸資産（販
売用不動産）の低価法採用により発
生する評価損の算定

経営改革課
令和4年
12月18日

令和5年1
月4日

・土地造成勘定に属する土地明細書
（平成29年度）

部分公開 1 号 大阪港湾局

号 大阪港湾局

令和4年
12月22日

令和5年2
月6日

・IR事業予定地の価格諮問について 公開 号 大阪港湾局 販売促進課



様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当
非公開事由
（7条該当号）

4 5 号 大阪港湾局 販売促進課

販売促進課

令和4年
12月22日

令和5年2
月6日

鑑定士への相談票、鑑定士へのヒア
リング結果（議事録）
（相談日時：令和４年11月５日分）

部分公開

販売促進課
令和4年
12月28日

令和5年2
月10日

・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（（一財）日本不動産研究
所）（令和元年10月24日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（（一財）日本不動産研究
所）（令和元年11月13日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（（一財）日本不動産研究
所）（令和３年１月20日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（（一財）日本不動産研究
所）（令和３年３月５日提出）

公開

令和4年
12月22日

令和5年2
月6日

・法律相談の実施について（令和３
年６月15日実施分）
・法律相談事前連絡票（令和３年６
月15日実施分）
・相談記録（令和３年６月15日実施
分）

公開 号 大阪港湾局

号 大阪港湾局

2 号 大阪港湾局 販売促進課
令和4年
12月28日

令和5年2
月10日

・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（(有)arec）（平成30年12月
27日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（(有)arec）（平成31年１月
29日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（(有)arec）（令和元年８月
22日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（(有)arec）（令和元年10月
15日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（(有)arec）（令和元年11月
13日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（(有)arec）（令和２年12月
22日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（(有)arec）（令和３年１月
22日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（大和不動産鑑定(株)）
（令和元年10月18日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（大和不動産鑑定(株)）
（令和３年１月26日提出）
・業務の目的と範囲等の確定に係る
確認書（(株)谷澤総合鑑定所）
（令和元年８月23日提出）

部分公開


